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高齢犯罪者の再犯防止のためには
はじめに
高齢者や障がい者、低所得者といった社会的弱者の中には、あえて軽犯罪を犯して、刑務所で暮らす人が実在する。しかし、一概に彼らは法律などなんとも思わない特別に「悪い人」とは言えないだろう。どのような人であっても、働く能力や健康、家族、住まい、財産といったものを失えば、犯罪に手を染めるかもしれない。つまり、働く能力や健康や財産に恵まれない彼らにとって、罪を犯すことに対するハードルは通常思われているより低いのではないだろうか。
人はいずれ高齢者となる。その意味で、私たちは皆「犯罪者予備軍」であると言えるかもしれない。刑務所に依存する人々の問題は、決して他人事ではないのだ。私たちは、私たち自身の問題として、高齢者の犯罪防止と高齢犯罪者の社会復帰について考察しなければならない。
受刑者となる高齢者は年々増加しており、今や、刑務所は福祉施設の代替施設と化している。(　資料1　受刑者となる高齢者の人員の推移
高齢受刑者の多くは窃盗などの軽犯罪によって服役しており、いわゆる凶悪犯は少ない。
(　資料2　高齢犯罪者の罪名別構成比（検挙人員に占める割合）
それでも、刑務所出所後は、ただでさえ社会の中で自立した生活を送ることが難しい人々が、支援を受けることなく再び身一つで社会に放り出され、そして塀の中へ舞い戻ることになる。
(　資料3　出所受刑者人員・仮釈放率の推移  資料4 出所受刑者の出所事由別累積再入率  資料5　仮釈放の基準
こうして、彼らが法秩序の内側に戻る道は断たれているのである。刑務所は単に過程として通過するだけの施設にしかなっていない。
このような社会構造を是正するためには、高齢者の犯罪自体を減少させることと、罪を犯した高齢者の処遇を考慮することの必要性があるのではないだろうか。
　よって本発表では、犯罪傾向の進んでいない高齢受刑者について、犯罪傾向が進まないうちに社会復帰させる方策を検討していく。
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第1
一般受刑者の刑務所における処遇及び矯正処遇
1. 刑務所とは
矯正施設 ┳ 刑務所
┣ 拘置所
　　　　 ┣ 少年院
　　　　 ┗ 婦人補導院
＋PFI刑務所（民間資本を取り入れた「社会復帰促進センター」）
2. 刑事収容施設法とは

・正式名称：「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」

・主な目的：受刑者の権利義務・職員の権限の明確化、受刑者の社会復帰に向けた処遇の充実
第30条「受刑者の処遇は、その者の資質及び環境に応じ、その自覚に訴え、改善更生の意欲の喚起及び社会生活に適応する能力の育成を図ることを旨として行うものとする。」
3. 同法の沿革
	
	監獄法
	刑事収容施設法

	成立年
	1908年
	2007年

	特徴
	・施設内生活に関する人道的取扱い

・受刑者に対する教育的配慮

・恣意的な処罰を禁止
	・受刑者の権利義務・職員の権限の明確化

・受刑者の社会復帰に向けた処遇の充実

	問題点
	・治安維持目的が色濃い

・収容者の権利義務・職員の権限が曖昧
	


監獄法下で、現場における職員の暴走による被収容者の人権侵害が問題になる
↑

現代行刑の理念 ┳「受刑者に対する矯正処遇による社会復帰の促進」
現代行刑の理念 ┗「被収容者の権利義務関係の明確化」
1982年から3回にわたって、監獄法を改正する刑事施設法案が国会に提出されるも成立するには至らず
↓
名古屋刑務所における受刑者死傷事案（2002～2003）
↓
「行刑改革会議提言」（2003年12月）…監獄法の速やかな全面改正
↓

「刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律」（受刑者処遇法）
（2005年5月18日成立、2006年5月24日施行）
【問題点】
・受刑者の処遇と未決拘禁者等の処遇との間に不合理な法律的格差
（受刑者の処遇は新法、未決拘禁者等は監獄法によって処遇）
↓
「刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律の一部を改正する法律」
（2006年6月2日成立、2007年6月1日施行）
↓
「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」（刑事収容施設法）に名称変更
（約100年ぶりに監獄法の全面改正が実現）
4. 刑事収容施設法における矯正処遇
	旧法
	刑事収容施設法

	作業のみ
	作業
改善指導
教科指導


・受刑者の社会復帰に向けた処遇の充実（改善指導、教科指導を柱とする矯正処遇）
第103条第1項「刑事施設の長は、受刑者に対し、犯罪の責任を自覚させ、健康な心身を培わせ、並びに社会生活に適応するのに必要な知識及び生活態度を習得させるため必要な指導を行うものとする。」
改善指導 ┳ 一般改善指導（対象：全ての受刑者、目的：自己の行為の反省）
改善指導 ┃ ⇒行動適正化指導（酒害教育等）、自己啓発指導（読書指導等）
改善指導 ┃ 　自己改善目標達成指導、社会復帰支援指導、対人関係円滑化指導
　　　　 ┗ 特別改善指導（対象：特定の受刑者、目的：常習性のある犯罪からの脱却）
 ⇒薬物依存離脱指導、暴力団離脱指導、性犯罪再犯防止指導、交通安全指導
　　　　　　　　　被害者の視点を取り入れた教育、就労支援指導
どの受刑者にどのような改善指導を行うべきかは、処遇要領に定められている。2007年末に収容されていた受刑者70,053人のうち、処遇調査により属性を判定された者の数は64,090人であり、そのうち、一般改善指導が必要とされた者が63,994人、特別改善指導が必要とされた者は33,108人となっている。
教科指導（対象：義務教育レベルに達していない受刑者、目的：学力の充足）
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高齢受刑者の傾向と現状
5. 高齢犯罪
・増加傾向
(　資料6　一般刑法　検挙人員の年齢層別構成比の推移①　　資料7　一般刑法　検挙人員の年齢層別構成比の推移②
・窃盗が全体の70%以上、再犯率が著しく高い
( 資料2　高齢犯罪者の罪名別構成比（検挙人員に占める割合）（再掲）
資料8　調査対象高齢犯罪者の犯歴時年齢別構成比
・動機は貧困化と孤独からくるものが多い
・高齢者の道路交通法違反についても近年問題とされている
以上のように、高齢者の犯罪は比較的軽微なものが多く、起訴猶予にされることが多い（起訴猶予率は全体45.4%、うち高齢者60%）
( 資料9　一般刑法犯の年齢層別起訴猶予率の推移
6. 高齢受刑者
・高齢累犯者が多いことが特徴的である
・高齢入所者のうち初入所者は約28%、それに対して6回以上入所者は41%である
( 資料10　高齢者の入所受刑者人員の推移
・更生保護施設を住居として頼りにする高齢受刑者は、一般受刑者に比べて多い
（特に入所度数が高くなればなるほど顕著となる）
( 資料11　出所受刑者の年齢層別・出所事由別帰住予定先の推移
7. 高齢受刑者に対する処遇
・高齢受刑者に特化したものはない
・身体の不具合による適性の欠落等により、作業を行えないことが多い
( 資料12　受刑者等の作業に関する訓令
・刑事施設における病院や福祉指揮官との連携や調整が必要である
・出所後の高齢者の引受けに消極的な福祉施設が多い
　　　⇒ 精神保護福祉士や社会福祉士の非常勤職員
・精神上若しくは身体上の障害を有する受刑者の社会復帰に関する相談、助言及び指導
・受刑者の受け入れ先となる病院や福祉施設の開拓、受け入れ調整
8. 高齢犯罪者の出所後について
・70歳以上の仮釈放率は約30%、高齢化するほど仮釈放がつきにくくなる
・入所数10度以上の高齢受刑者は85%が満期出所する
☞ 資料13 出所受刑者の年齢層別仮釈放率の推移
・64歳以下は父母や配偶者等の親族に引き取られ、65歳以上は「その他」が高い
☞ 資料14 出所受刑者の帰住先の推移
・満期出所者は圧倒的に「その他」が多い
・仮釈放者も「その他」と更生保護施設の数は同等

⇒ 保護観察の支援を受けても帰住先が見つからない高齢者の多さは明らかである
☞ 資料15 高齢出所受刑者の出所時の保護の推移
9. 福祉施設化する刑務所（第4のセーフティネット）
・刑務所は第4のセーフティネットとして機能してしまっている
　セーフティネットの対象…社会では生きられず、刑務所に入るために犯罪を行わざるを得ない人々
福祉施設化する刑務所…誰でも入所可能であり、入所している限り福祉的支援を受けられる
【問題点】
刑期を終えてしまえば、福祉的支援は基本的に受けられなくなる
　

≪改善策≫
・地域定着支援センター…出所後の福祉的支援に取り組む
（しかし、まだこの制度は福祉を必要とする出所者全員にまで手が届いていない）
刑務所が終局的なセーフティネットを担っているという現状からは、受刑者が出所して社会に出た後も、このセーフティネットが一定の範囲で有効に機能することが期待されるであろう。
10. 地域生活支援事業・地域生活定着促進事業
・地域生活定着支援センターの設置

⇒罪を犯した高齢者や障害者が、必要な福祉サービス等を受けられるよう支援する機関社会福祉士、精神保健福祉士などの資格を有するもの又はこれらと同等に業務を行うことが可能であると認められる職員が配置

・地域生活定着支援事業、地域生活定着事業

⇒適切な福祉サービスを受けさせることによって、退所後、生活の困窮から再び再犯を犯し矯正施設に戻ってくることを防ぎ、円滑な社会復帰を目指す

地域生活定着支援センターの役割

(ⅰ)コーディネート業務、

(ⅱ)フォローアップ業務

(ⅲ)相談支援業務

　　　　↓しかし…

現状において、連携が十分になされているとは言い難く、当該事業はその機能を十分に発揮できていない

事業運営上での課題

・現任職員としての課題

⇒福祉分野と司法分野の専門職は、価値観、専門用語、職場環境が異なっており、まだ各分野における相互理解が不十分

・受け入れ先としての課題

⇒矯正施設退所者が福祉の対象ではないといった意識や、罪名による先入観
11. 社会内処遇の検討
【施設内処遇の問題点】
・一般社会と違って自由が極度に制限された環境であり、その処遇には限界がある

⇒ 家族等との関係が途切れ、社会的基盤を失う恐れがある
⇒ 社会内処遇の新しい形としての社会奉仕命令
・矯正の効果が見込めない刑務所に入れるのではなくて、社会の中で改善を図る
・社会内での作業によって社会での常識、適正を学び、早期かつ確実な社会復帰を目指す
法務省諮問第77号「被収容人員の適正化を図るとともに、犯罪者の再犯防止および社会復帰を促進するという観点から、社会奉仕を義務付ける制度の導入の可否、中間処遇の在り方および保釈の在り方など刑事施設に収容しないで行う処遇等の在り方等」
2006年から始まった法制審議会「被収容人員適正化方策に関する部会」では社会奉仕命令の導入も議論されている
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・そもそも、高齢者は現在の更生保護の制度では更生が難しい
・再犯を繰り返すほど、福祉の目の届かないところに行ってしまう
⇒刑務所だけの処遇では更生には不十分であり、刑務所による新しい支援と、刑務所外での新しい処遇の連携が必要

刑務所のセーフティネット機能の強化と、社会奉仕命令義務の導入

・地域生活定着事業

⇒目的が十分に果たせているとは言い難い

・受入先機関における課題

⇒フォローアップ業務として、受入れ機関の不安を解消するよう相談、支援
【新しい処遇】

1 刑務所のセーフティネットの強化

・地域生活定着事業を実施している厚労省と連携して、同内容の支援を刑務所も行う
・出所後も仮釈放期間中には仮釈放者全員に対して支援を行う
⇒高齢者に対しては住居の確保、福祉施設への入所支援など
2 社会奉仕命令の導入
・社会奉仕という形で刑務所外での処遇の実施

・社会奉仕命令が平等に行われるためにも、出所後の刑務所による福祉的が必要

・社会奉仕命令は監視型の保護観察のもとで導入し、刑務官が主体となって行う
・生きる意味を実感し、更生意欲の向上を目指す
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